
吉野議員の「小中学生の不登校問題の実態について」のご質問

からお答えいたします。 

伊達市の現状といたしましては、令和４年度末での不登校児童

生徒数は、小学校８名、中学校３９名となっており、５年前の小学

校５名、中学校１９名と比べ、小学校で１．６倍、中学校で２．１

倍の増加となっております。 

課題といたしましては、不登校の原因がはっきりしないことや

家庭との関係構築、学習の遅れと考えております。教育委員会 及

び 学校の対応といたしましては、家庭訪問をはじめ、教育相談、

こどもの国フェニックスの活用、スクールカウンセラーによるカウ

ンセリングを実施するほか、家庭と連携し、オンラインでの授業参

加を促しているところであります。 

 

次に、「道教委の総休業日数の延長への対応について」 

でありますが、伊達市立学校の夏季及び冬季休業日は、本市の学校

管理規則により、それぞれ連続２５日以内と定めております。 

しかし、今夏の猛暑を受け、道立学校の夏休みと冬休みを合わ

せた総休業日数が拡大されたことから、本市においても学校管理規

則を改正し、休みを延長できるようにして参りたいと考えておりま

す。 

 

次に、「小学校における事故の検証結果とそれに基づいた学校

現場の意思疎通の構築について」でありますが、検証の結果をもと

に、校長会と連携し、「夏季期間中の教育活動等における子どもた

ちの健康を守る対策ガイドライン」を作成いたしました。 



このガイドラインは、いつ、誰が、どのように対応するかなどを 

明記した対応マニュアルや、暑さ指数による活動の判断基準を 

国よりも厳しく設けて 作成しております。 

また、学校現場の意思疎通が図られるようにガイドラインを各

学校の実態に即して運用し、危機管理マニュアルの中に位置づけし

て活用しているところでございます。 

 

 次に、「冬場の福祉灯油について」のご質問についてお答えいた

します。 

物価対策のための 重点支援地方交付金の 低所得世帯支援枠が 

追加的に拡大されることに伴い、住民税非課税に対し、１世帯当た

り７万円の追加給付を行う予定としております。 

 福祉灯油につきましては、現時点で実施する予定はありませんが、 

国や道、近隣自治体の動向を 注視して参ります。 

 


